
証券コード 2813

第60期　
定時株主総会

招集ご通知

2023年６月23日（金曜日） 午前10時
受付開始：午前９時

開催日時

小樽経済センタービル７階　大ホール
北海道小樽市稲穂２丁目22番１号

（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

開催場所

第１号議案　取締役７名選任の件
第２号議案　監査役３名選任の件

決議事項

議決権の事前行使のお願い
株主総会の議決権行使は、書面による方法もございま
す。株主の皆様におかれましては、可能な限り、議決権行
使書面にて、議決権を行使くださいますようお願い申し
あげます。

議決権行使期限
2023年6月22日（木曜日）午後5時30分まで株主総会にご出席の株主様へのお土産はご用意しておりません。

何卒ご理解くださいますようお願い申しあげます。
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第60期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素より格別のご高配を賜り、誠にありがとうございます。
　さて、当社第60期定時株主総会を下記により開催いたしますのでご案内申しあげ
ます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）
について電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりま
すので、以下のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

当社ウェブサイト　https://www.wakoushokuhin.co.jp/
（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「ＩＲ情報」「ＩＲライブラリ」
「株主総会」を順に選択いただき、ご確認ください。）

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサ
イトにも掲載しておりますので、以下よりご確認ください。

東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show 

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」又は「コード」に当社証券コードを入力・
検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会
資料」欄よりご確認ください。）

　なお、当日ご出席されない場合は、書面（郵送）によって議決権を行使することができます
ので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、2023年６月22日（木曜日）午後５時
30分までに議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。

敬　具

株 主 各 位

証券コード  2813
2023年６月７日

北海道小樽市銭函３丁目504番地1

代表取締役社長CEO　加世田　十七七
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招集ご通知

-----------------------------------------------------------------------------------

記

１．開催日時　　　　2023年６月23日（金曜日）午前10時（受付開始　午前９時）
２．開催場所　　　　北海道小樽市稲穂２丁目22番１号
　　　　　　　　　　小樽経済センタービル７階　大ホール
　　　　　　　　　　（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）
３．目的事項
　　報告事項　　　　１.第60期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）事業報告、連結

計算書類ならびに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報
告の件

　　　　　　　　　　２.第60期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）計算書類報告の
件

　　決議事項　　　　第１号議案　取締役７名選任の件
　　　　　　　　　　第２号議案　監査役３名選任の件
４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
　　（1）書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する 

賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。
　　（2）代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名を代理人

として株主総会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要
となりますのでご了承ください。

以　上

　　　　◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいます
ようお願い申し上げます。

　　　　◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、当社のウェブサイト及び東京証券取引所ウ
ェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。

　　　　◎書面交付請求をいただいた株主様には、電子提供措置事項を記載した書面をあわせて
お送りいたしますが、当該書面は、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、次に掲
げる事項を除いております。

　　　　　①連結計算書類の「連結注記表」
　　　　　②計算書類の「個別注記表」
　　　　したがいまして、当該書面に記載している事業報告、連結計算書類及び計算書類は、会

計監査人が会計監査報告を、監査役が監査報告を作成するに際して監査をした対象書類
の一部であります。

－ 2 －
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【新型コロナウイルス感染拡大防止への対応について】

　当社では、株主総会の開催にあたり株主の皆様の健康と安全を最優先に考え、新型コロナウイ
ルス感染防止の観点から、以下のとおりご対応をお願い申し上げます。株主の皆様のご理解とご
協力を賜りますよう、重ねてお願い申し上げます。

株主様へのお願い
・新型コロナウイルスの感染リスクを避けるため、本株主総会へのご来場は慎重にご検討くださ
いますようお願い申し上げます。
・ご出席される株主様におかれましては、マスクの着用、アルコールによる手指消毒及び検温に
ご協力をお願いいたします。

株主総会会場での対策等について
・施設内でのマスク着用及び会場に設置予定のアルコール消毒液のご使用並びに検温にご協力く
ださい。
・体調不良と見受けられる株主様におかれましては運営スタッフからお声がけし、入場をお控え
いただくことがございますので、あらかじめご了承ください。
・株主総会会場における座席の間隔を広く確保して開催することから、ご用意できる座席数に限
りがございます。そのため、ご入場を制限させていただく場合がございますのでご了承くださ
い。
・今後の状況変化により、株主総会の運営に大きな変更が生ずる場合は、
当社ウェブサイト（https://www.wakoushokuhin.co.jp/）にてお知らせいたします。

株主の皆様におかれましては、大変ご不便をおかけいたしますが、何卒ご理解、ご協力いただき
ますよう、よろしくお願い申しあげます。

－ 3 －
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取締役選任議案

候補者
番　号 氏　名 現在の地位及び担当 候補者属性 取締役会

出席回数

１
か ず

和
 

 
 

 
や ま

山
 

 
 

 
あ き

明
 

 
 

 
ひ ろ

弘 代表取締役 会長 再 任
　

14回／14回

２
か

加
せ

世
だ

田
と

十
な

七
ひ ち

七 代表取締役 社長CEO 再 任
　

14回／14回

３
か ず

和  
や ま

山 
し ん

信
い ち

一
ろ う

郎
取締役
生産本部長兼生産管理部長
兼事業戦略室

再 任
　

14回／14回

４
ご

後
 

 
 

 
と う

藤
 

 
 

 
ま さ

政
 

 
 

 
ひ ろ

弘 取締役 再 任
　

14回／14回

5
なが

長  
おか

岡　　
ひろし

宏 執行役員
営業部長 新 任

　

6
か

加
 

 
 

 
じ

地
 

 
 

 
た か

賢
 

 
 

 
ゆ き

幸 取締役 再 任
　

社 外
　

独 立
　

14回／14回

7
し ら

白
 

 
 

 
お

尾
 

 
 

 
な お

直
 

 
 

 
き

樹 取締役 再 任
　

社 外 独 立
　

13回／14回

株主総会参考書類

第1号議案　取締役７名選任の件
　取締役６名全員は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては経営体制の一層の強化を図るため取締役１名を増員することとし、取締役７名
の選任をお願いいたしたいと存じます。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 4 －
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取締役選任議案

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る 当 社
株 式 の 数

再 任
１

　

かず

和
 

　
やま

山
 

　
あき

明
 

　
ひろ

弘
(1957年６月28日生)
在任期間：38年２ヶ月

    1981年    9 月 当社入社
    1985年    4 月 当社取締役
    1988年    11月 当社常務取締役生産本部長
    1991年    3 月 当社代表取締役副社長兼開発本部長
    1996年    11月 当社代表取締役社長

2022年６月 当社代表取締役会長（現任）

22,500株

取締役候補者とした理由
　和山明弘氏は1985年に当社取締役就任以来、30年を超える長きにわたり当社の発展に努めてまい
りました。海外進出を自ら主導するとともに、構造改革の推進にも努めており、当社グループにおけ
る経営全般、グローバル事業の管理・監督機能も担っております。今後も当社グループの事業及び経
営に関する豊富な経験と実績を活かし取締役としての職務を適切に遂行することができるものと判断
いたしました。

再 任
２

　

か

加
せ

世
だ

田
と

十
な

七
ひち

七
(1965年１月19日生)
在任期間：4年０ヶ月

    1988年    4 月 ㈱北海道拓殖銀行入行
    2000年    4 月 ㈱電通北海道入社
    2017年    7 月 当社入社　総務部長兼経営企画室次長
    2018年    3 月 当社執行役員　管理本部長兼総務部長兼経

営企画室次長
    2018年    6 月 当社執行役員　管理本部長兼総務部長兼経

営企画室長
    2019年    6 月 当社取締役　管理本部長兼総務部長兼経営

企画室長
    2020年    6 月 当社常務取締役　管理本部長
    2021年    1 月 当社取締役副社長

2022年６月 当社代表取締役社長CEO（現任）

6,800株

取締役候補者とした理由
　加世田十七七氏は大手金融機関の経験や広告代理店における管理部門の管理職として豊富な経験を
有しており、入社以来、経営全般に携わりその経験のもとに2019年６月より取締役を務めておりま
す。今後も当社グループの主に管理面に関する豊富な知識と経験、実績を活かし取締役としての職務
を適切に遂行することができるものと判断いたしました。

－ 5 －
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取締役選任議案

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る 当 社
株 式 の 数

再 任
３

　

かず

和
 

　
やま

山
 

　
しん

信
 

　
いち

一
 

　
ろう

郎
(1988年２月13日生)
在任期間：2年0ヶ月

    2010年    4 月 ㈱シジシージャパン入社
    2016年    4 月 当社入社
    2020年    10月 当社改革推進部副部長
    2021年    6 月 当社取締役　生産本部長兼改革推進部長
    2022年    4 月 当社取締役　生産本部長兼生産管理部長
    2022年10月 当社取締役　生産本部長兼生産管理部長兼

事業戦略室（現任）

6,000株

取締役候補者とした理由
　和山信一郎氏は食品販売業界での経験を基に当社でも営業部門に従事し、その後は生産部門の責任
者としても従事し2021年６月より取締役を務めております。今後も当社グループの主に生産面に関
する豊富な知識と経験、実績を活かし取締役としての職務を適切に遂行することができるものと判断
いたしました。

再 任
４

　

ご

後
 

　
とう

藤
 

　
まさ

政
 

　
ひろ

弘
(1956年６月30日生)
在任期間：20年３ヶ月

    1980年    4 月 当社入社
    2003年    3 月 当社取締役商品部長兼品質保証部長
    2011年    3 月 当社常務取締役商品部長兼品質保証室長兼

CVS担当
2014年    6 月　WAKOU USA INC. President（現任）
    2017年    3 月 当社常務取締役
    2020年    6 月 当社取締役（現任）

2,100株

（重要な兼職の状況）
WAKOU USA INC. President

取締役候補者とした理由
　後藤政弘氏は商品開発部門に従事しながら品質保証部門も兼務し、当社グループにおける豊富な経
験と商品開発及び品質保証に関する高度な知見を有しております。また、ＣＶＳ販売部門の基礎を築
いております。更に、当社グループのグローバル戦略を牽引する現地法人経営者として海外事業の伸
展を図っております。今後も当社グループの主に海外事業及び経営に関する豊富な経験と実績を活か
し取締役としての職務を適切に遂行することができるものと判断いたしました。

－ 6 －
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取締役選任議案

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る 当 社
株 式 の 数

新 任
５

　

なが

長
 

　
おか

岡
 

　
 

　
ひろし

宏
(1961年7月12日生)

1985年    4 月 日清製油㈱入社
2002年    4 月 ㈱菱食出向 発注管理センター・マーケティ

ング本部
2011年    6 月 日清オイリオグループ㈱札幌支店長
2014年    4 月 同社名古屋支店長
2016年    6 月 同社理事
2020年    4 月 同社執行役員大阪支店長兼大阪事業場長
2023年    4 月 当社出向 執行役員営業部長（現任）

－株

取締役候補者とした理由および期待される役割
　長岡宏氏は日清オイリオグループ㈱で営業部門の幹部として豊富な経験を有しており、2023年４
月より当社の執行役員営業部長を務めております。食品メーカーとしての営業施策を経営面で主導し
てきた経験、知識を活かして、取締役としての職務を適切に遂行することができるものと判断し、新
たに取締役候補者としました。

－ 7 －
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取締役選任議案

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る 当 社
株 式 の 数

再 任

社 外

独 立

6
か

加
 

　
じ

地
 

　
たか

賢
 

　
ゆき

幸
(1960年３月16日生)
在任期間：2年0ヶ月

    1982年    4 月 ㈱北海道銀行入行
    2005年    12月 同行芽室支店長
    2009年    4 月 同行麻生エリア統括兼麻生支店長
    2011年    4 月 同行国際部長
    2013年    10月 同行監査部長
    2017年    6 月 同行常勤監査役
    2018年    6 月 ㈱ほくほくフィナンシャルグループ取締役

（リスク管理、監査グループ担当）
㈱北陸銀行取締役（非常勤）

    2019年    6 月 ㈱ほくほくフィナンシャルグループ取締役
（リスク管理グループ担当）
㈱北陸銀行取締役執行役員
㈱北海道銀行執行役員

2021年    6 月 当社社外取締役（現任）
ほくほくTT証券㈱代表取締役副社長（現
任）

（重要な兼職の状況）
ほくほくTT証券㈱代表取締役副社長

－株

社外取締役候補者とした理由および期待される役割
　加地賢幸氏は金融機関経験者として培われた企業経営及び監査業務に関する豊富な知識と経験を有
しており、2021年６月より取締役を務めております。幅広い見地から当社グループの経営事項の決
定及び業務執行の監督等に十分な役割を果たしており、今後も取締役としての職務を適切に遂行する
ことができるものと判断いたしました。

－ 8 －
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取締役選任議案

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る 当 社
株 式 の 数

再 任

社 外

独 立

7

　

しら

白
 

　
お

尾
 

　
なお

直
 

　
き

樹
(1961年４月21日生)
在任期間：2年0ヶ月

    1989年    11月 東京短資グループ入社
    2000年    2 月 東短インフォメーションテクノロジー㈱　

代表取締役社長
    2004年    2 月 東短ホールディングス㈱取締役（兼務）
    2008年    4 月 ジェイボンド東短証券㈱取締役（兼務）
    2011年    11月 ㈱ミスミグループ本社入社　執行役員
    2012年    11月 ㈱ミスミ金型企業体代表執行役員社長
    2018年    12月 YNG㈱代表取締役社長（現任）

2019年11月　㈱もりもと執行役員副社長
㈱北のアトリエ執行役員副社長

2021年 ６月 当社社外取締役（現任）
2022年10月 ㈱ナップス社長室長（現任）
（重要な兼職の状況）
YNG㈱代表取締役社長
㈱ナップス社長室長

－株

社外取締役候補者とした理由および期待される役割
　白尾直樹氏は銀行間金融取引仲介最大手の東京短資グループの事業会社経営やグローバルな機械部
品商社のミスミグループにおいて企業体社長を歴任する等、経営者として豊富な経験と海外事業を含
む幅広い見識を有しており、2021 年６月より取締役を務めております。事業戦略に精通した観点か
ら当社グループの経営事項の決定及び業務執行の監督等に十分な役割を果たしており、今後も取締役
としての職務を適切に遂行することができるものと判断いたしました。

（注）１. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２. 加地賢幸氏及び白尾直樹氏は、社外取締役候補者であります。
３. 当社は、加地賢幸氏及び白尾直樹氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条

第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約の内容の概要は、事業報告に記
載のとおりです。取締役候補者の選任が承認されますと、引き続き当該契約を継続する予定でありま
す。

４. 当社は、保険会社との間で、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結し
ており、当該保険契約の内容の概要は、事業報告に記載のとおりです。取締役候補者の選任が承認さ
れますと、引き続き当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、当該保険契約は次
回更新時においても同内容での更新を予定しております。

5. 加地賢幸氏及び白尾直樹氏は、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており
ます。

6. 再任は、再任候補者であります。
7. 社外は、社外取締役候補者であります。独立は株式会社東京証券取引所の定める独立役員である取締

役候補者であります。
8. 在任期間は、本総会終結の時における在任期間を示しております。なお、加地賢幸氏及び白尾直樹氏

については社外取締役としての在任期間となります。

－ 9 －
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監査役選任議案

候補者
番　号 氏　名 現在の地位 候補者属性 取締役会

出席回数

１
はし

橋
 

 
 

 
もと

本
 

 
 

 
みつ

充
 

 
 

 
お

生 常勤監査役 再 任
　

14回／14回

2
さい

齊 
とう

藤
 

 
 

 
き

揮
よ

誉
ひろ

浩 社外監査役 再 任
　

社 外
　

独 立
　

14回／14回

3
きく

菊
 

 
 

 
かわ

川
 

 
 

 
やす

康
 

 
 

 
ひろ

宏 社外監査役 再 任
　

社 外 独 立
　

11回／11回
（就任後）

第２号議案　監査役３名選任の件
　監査役３名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、監査役３
名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案の提出につきましては、あらかじめ監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。

－ 10 －
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監査役選任議案

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 地 位 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る 当 社
株 式 の 数

再 任
1

　

はし

橋
 

　
もと

本
 

　
みつ

充
 

　
お

生
(1960年７月18日生)
在任期間：３年0ヶ月

1983年４月 北海道財務局入局
2011年７月 東海財務局理財部理財課長
2013年７月 北海道財務局理財部金融監督第二課長
2014年７月 北海道財務局理財部主計課長
2016年７月 北海道財務局北見出張所長
2018年７月 北海道財務局証券取引等監視官
2020年６月 当社常勤監査役（現任）

－株

監査役候補者とした理由
　橋本充生氏は、会社経営に関与した経験はありませんが、永年にわたり北海道における財務省の業
務に関わり、北海道財務局証券取引等監視官も歴任しており、その経験と豊富な知識に基づき、客観
的で広範かつ高度な視野から監査役の職務を適切に遂行できるものと判断いたしました。

再 任

社 外

独 立

2

　

さい

齊
 

 
とう

藤
 

 
き

揮
 

 
よ

誉
 

 
ひろ

浩
(1961年８月29日生)
在任期間：2年0ヶ月

1986年10月 監査法人榮光会計事務所（現EY新日本有限
責任監査法人）入所

2020年６月 EY新日本有限責任監査法人退任
2020年７月 公認会計士齊藤揮誉浩事務所長（現任）
2021年６月 当社社外監査役（現任）
（重要な兼職の状況）
公認会計士齊藤揮誉浩事務所長

－株

社外監査役候補者とした理由
　齊藤揮誉浩氏は、公認会計士として財務・会計に関する豊富な経験と専門知識を有しており、その
経験を通じて培われた見識等を活かし、客観的で広範かつ高度な視野から監査役の職務を適切に遂行
できるものと判断いたしました。

再 任

社 外

独 立

3

　

きく

菊　
かわ

川　
やす

康　
ひろ

宏
(1958年11月4日生)
在任期間：1年0ヶ月

1977年４月 札幌国税局入局
2013年７月 稚内税務署長
2018年７月 札幌国税局　徴収部長
2019年９月 菊川康宏税理士事務所長（現任）
2022年６月 当社社外監査役（現任）
（重要な兼職の状況）
菊川康宏税理士事務所長

－株

社外監査役候補者とした理由
　菊川康宏氏は、過去に社外役員となること以外の方法で直接会社経営に関与した経験はありません
が、税理士として財務・会計に関する豊富な経験と専門知識を有しており、その経験を通じて培われ
た見識等を活かし、客観的で広範かつ高度な視野から監査役の職務を適切に遂行できるものと判断い
たしました。

－ 11 －
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監査役選任議案

(注）１. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２. 齊藤揮誉浩氏及び菊川康宏氏は、社外監査役候補者であります。
３. 当社は、齊藤揮誉浩氏及び菊川康宏氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約の内容の概要は、事業報
告に記載のとおりです。監査役候補者の選任が承認されますと、引き続き当該契約を継続する予定
であります。

４. 当社は、保険会社との間で、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結
しており、当該保険契約の内容の概要は、事業報告に記載のとおりです。監査役候補者の選任が承
認されますと、引き続き当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、当該保険契
約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

5. 齊藤揮誉浩氏及び菊川康宏氏は、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出て
おります。

6. 再任は、再任候補者であります。
7. 社外は、社外監査役候補者であります。独立は株式会社東京証券取引所の定める独立役員である監

査役候補者であります。
8. 在任期間は、本総会終結の時における在任期間を示しております。なお、齊藤揮誉浩氏及び菊川康

宏氏については社外監査役としての在任期間となります。
以　上

－ 12 －
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当事業年度の事業の状況、対処すべき課題、財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況

（2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで）

１．企業集団の現況に関する事項

事　 業　 報　 告

(1) 事業の経過及びその成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症による行動制限が緩
和され、社会経済活動の正常化に向けた動きもあり個人消費が持ち直すなど期待感は高ま
りました。しかしながら、エネルギー・原材料及び物流コストの上昇等の影響による物価
高騰などにより先行きは依然として不透明な状況が続いております。
　調味料業界におきましては、コロナ禍における内食需要の高まりが継続するとともに、
行動制限の緩和等により外食市場の売上も回復してまいりました。
　一方、世界経済は、新型コロナウイルス感染症対策の進展と行動制限の緩和により経済
活動の正常化が進んだものの、ウクライナ情勢の長期化、これらに基づくエネルギー価格
や原材料価格の上昇など、企業を取り巻く事業環境は厳しく、不透明な状況となっており
ます。
　こうした状況の中で当社グループは、「三つの誠実」実現に向けて抜本的な企業体質・
経営体制の改革、意識改革による構造改革に取組みながら、引き続き業務用調味料市場の
開拓、拡大に注力するとともに、生産性の向上に注力してまいりました。

ⅰ売上高
　売上高は、13,502百万円(前期比17.5％増)となりました。
　日本セグメントにおいては、新型コロナウイルス感染症における行動制限の緩和等によ
り、外食市場向け業務用調味料の販売が引続き堅調に推移していることから、売上高は
10,667百万円（同11.1％増）となりました。
　米国セグメントにおいては、新型コロナウイルス感染症の収束から外食需要の回復が見
られたこと等により外食市場向け業務用調味料の販売が引続き堅調に推移していることか
ら、売上高は3,005百万円（同45.8％増）となりました。

－ 13 －
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当事業年度の事業の状況、対処すべき課題、財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況

区 分 売　　上　　高（百万円） 対　前　期　増　減　率（％）

製 品

別 添 用 4,503 4.6

業 務 用 7,610 25.1

天 然 エ キ ス 122 △36.8

計 12,236 15.6

商 品 等 1,266 39.4

合 計 13,502 17.5

ⅱ営業損益
　営業利益は972百万円（同110.8％増）となりました。
　日本セグメントにおいては、売上が回復し営業利益は241百万円（同1,073.7％増）と
なりました。
　米国セグメントにおいては、生産性の向上とコスト削減に継続的に取り組んだ結果によ
り、営業利益は712百万円（同66.9％増）となりました。

ⅲ経常損益
　経常利益は1,035百万円（同120.7％増）となりました。
　日本セグメントにおいては、受取保険金による収入があり経常利益は296百万円（同
1,578.7％増）となりました。
　米国セグメントにおいては、受取賃貸料による収入が影響し、経常利益は737百万円
（同67.2％増）となりました。

ⅳ親会社株主に帰属する当期純損益
　親会社株主に帰属する当期純利益は1,250百万円（同171.2％増）となりました。
　日本セグメントにおいては、法人税等の計上により、当期純利益は243百万円（同
416.4％増）となりました。
　米国セグメントにおいては、繰延税金資産の計上に伴う法人税等調整額の計上により、
当期純利益は1,005百万円（同147.4％増）となりました。
　この結果、当連結会計年度における親会社株主に帰属する１株当たり当期純利益は
1,513円79銭となりました。

部門別売上高

（注）製品とは自社で製造した商品、商品等とは他社から仕入した商品等であります。

－ 14 －
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当事業年度の事業の状況、対処すべき課題、財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況

(2) 設備投資等の状況
　当連結会計年度中において実施いたしました設備投資の総額は259百万円であります。
　その主なものは、国内生産拠点である北海道工場及び関東工場の製造設備の増設でありま
す。

(3) 資金調達の状況
　当連結会計年度の設備投資に必要な資金については、自己資金並びに金融機関からの借入
金をもって充当しております。

お客様に誠実 すべてのお客様・パートナー企業様の繁栄のために、誠実なお取
引をいたします。

商品に誠実 和弘食品が開発・提供するすべての商品に、安心と安全を第一に
誠実な商品作りをいたします。

社員に誠実 和弘食品に働くすべての社員とその家族および地域の幸せのため
に、誠実な会社づくりをいたします。

(4) 対処すべき課題
　新型コロナウイルス感染症対策に伴う行動制限の緩和等で市場の回復が見られる一方
で、不安定な国際情勢等に起因した、エネルギー・原材料及び物流コスト上昇は、当社グ
ループの業績に大きな影響を与えることが見込まれております。

当社グループの「三つの誠実」

①国内事業
　国内事業につきましては、成長戦略として、国内の業務用調味料市場の開拓、拡大に注
力しております。
　新型コロナウイルス感染症対策に伴う行動制限の緩和等により回復しつつある外食市場
に対応し、生産能力強化のための人材採用・生産設備の増強を図るとともに、不安定な国
際情勢等に起因した、エネルギー・原材料及び物流コスト上昇の影響による物価高騰など
の影響を十分に考慮し、中長期的な成長のため、社員の意識・旧来型の関連業務を構造的
に変革し、製造、営業の両面における生産性の向上を実現する高収益構造の構築に取り組
んでまいります。

－ 15 －
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当事業年度の事業の状況、対処すべき課題、財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況

②海外事業
　当社グループは、成長戦略として海外事業にも積極的な取り組みを行っております。海
外事業につきましては、当社グループの将来を担う柱として、2015年９月に子会社
WAKOU USA INC.が米国加州で工場を稼働させてから当期が通年稼働の７年目となり
ました。ラーメンスープ関連製品をメインに、北米を中心とした業務用調味料市場に対し
て積極的な事業展開を継続し、売上拡大に伴う工場稼働率上昇によって製造原価率の低減
を図り、高収益体制の構築に取り組んでまいります。

区 分 第 57 期
2020年３月期

第 58 期
2021年３月期

第 59 期
2022年３月期

第 60 期
(当連結会計年度)
2023年３月期

売 上 高（百万円） 11,082 9,975 11,490 13,502
経常利益(△は損失)（百万円） 245 △177 469 1,035
親会社株主に帰属する
当期純利益(△は損失)（百万円） △253 △238 461 1,250
１ 株 当 た り 当 期
純 利 益 ( △ は 損 失 ) （円） △309.59 △291.02 561.31 1,513.79

総 資 産（百万円） 8,593 8,166 8,855 10,108
純 資 産（百万円） 3,717 3,491 4,144 5,605
１株当たり純資産額 （円） 4,540.39 4,265.38 5,035.80 6,772.54

(5) 財産及び損益の状況の推移

（注）１. １株当たり当期純利益(△は損失)は、期中平均発行済株式総数から期中平均自己株式数を控除した株
式数で算出しております。

２. １株当たり当期純利益(△は損失)及び１株当たり純資産額を除き、百万円未満を切り捨てて表示して
おります。

３. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第59期の期首から
適用しており、第59期以降に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となって
おります。

会 社 名 資 本 金 当 社 の 議 決 権 比 率 主 な 事 業 内 容

WAKOU USA INC. 480万USドル 100％ 各種食品向け調味料、天
然エキス等の製造販売

(6) 重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況
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主要な事業内容、主要な事業所及び工場

区 分 主 要 品 目
別 添 用 各種調味料・スープ・たれ類
業 務 用 各種調味料・スープ・たれ類
天 然 エ キ ス エキス、ブイヨン等（コンブ・ホタテ・カニ・ポーク・チキン等）
商 品 等 ガラスープ、メンマ、チャーシュー、コーン等

(7) 主要な事業内容（2023年３月31日現在）
　当社グループは、各種食品向け調味料、天然エキス等を主に製造販売しており、その大
半をお客様ブランド名により国内外に供給しております。
　これらの当社製品は、北海道の恵まれた天然資源を素材として自社工場でエキス化し、
それを各種製品の原料として使用することにより、当社独自の多種多様な「味」を創り、
加工食品業界、内食、中食、外食業界等に向けて販売しております。
　なお、取扱品目は次のとおりであります。

名 称 所 在 地
本 社 北海道小樽󠄁市銭函３丁目504番地１
札 幌 支 店 北海道小樽󠄁市銭函３丁目504番地１
東 京 支 店 東京都目黒区下目黒２丁目３番23号　大東カカオビル本館３階
東 北 支 店 宮城県仙台市泉区泉中央１丁目10番地の２　泉ＮＳビル２階
大 阪 支 店 大阪府大阪市中央区博労町１丁目７番７号　中央博労町ビル８階
関 東 工 場 茨城県坂東市幸田1282番地１
北 海 道 工 場 北海道小樽󠄁市銭函３丁目504番地１
北 海 道 第 二 工 場 北海道紋別郡湧別町北兵村３区529番地11

名 称 所 在 地
WAKOU USA INC. 13930 Borate Street, Santa Fe Springs, CA

(8) 主要な事業所及び工場（2023年３月31日現在）
①　当社の主要な事業所及び工場

②　子会社

－ 17 －
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使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

264名 3名減

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

235名 2名減 41.3歳 9.2年

(9) 使用人の状況（2023年３月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況

（注）上記使用人以外に嘱託、臨時社員、パートタイマーを雇用しており、最近１年間の平均雇用人員数は60
名であります。

②　当社の使用人の状況

（注）上記使用人数は就業人員であり、他社への出向者及び臨時雇用者数は含んでおりません。

借 入 先 借　　入　　金　　残　　高（千円）

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 636,200

株 式 会 社 北 洋 銀 行 602,600

株 式 会 社 北 陸 銀 行 319,080

北 海 道 信 用 金 庫 300,000

株 式 会 社 北 海 道 銀 行 200,000

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 100,000

(10) 主要な借入先の状況（2023年３月31日現在）

(11) その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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会社の株式に関する事項、新株予約権等の状況

２．会社の株式に関する事項（2023年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 1,660,000株

(2) 発行済株式の総数 949,319株

(3) 株主数 1,683名

株 主 名 持 株 数（百株） 持株比率（％）

株 式 会 社 和 山 商 店 2,074 25.06

日清オイリオグループ株式会社 1,600 19.33

水 元 公 仁 230 2.78

和 山 明 弘 225 2.72

株 式 会 社 北 海 道 銀 行 142 1.72

株 式 会 社 北 陸 銀 行 126 1.52

株 式 会 社 S B I 証 券 101 1.22

上 田 八 木 短 資 株 式 会 社 90 1.09

新 堀 眞 敏 82 1.00

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 80 0.97

株 式 数 交付を受けた者の人数
取 締 役
（ 社 外 取 締 役 を 除 く ） 4,600株 3名

社 外 取 締 役 － －

監 査 役 － －

(4) 大株主（上位10名）

（注）１. 当社は自己株式を121,663株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。

(5) 当事業年度中に職務執行の対価として交付した株式の状況

－ 19 －
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会社の株式に関する事項、新株予約権等の状況

３．会社の新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。
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会社役員に関する事項

４．会社役員に関する事項

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長 和 山 明 弘

代 表 取 締 役 社 長 C E O 加 世 田 十 七 七

取 締 役 和 　 山 　 信 一 郎 生産本部長兼生産管理部長兼事業戦略室

取 締 役 後 藤 政 弘 WAKOU USA INC. President

取 締 役 加 地 賢 幸 ほくほくTT証券㈱代表取締役副社長

取 締 役 白 尾 直 樹 YNG㈱代表取締役社長
㈱ナップス社長室長

常 勤 監 査 役 橋 本 充 生

監 査 役 齊 藤 揮 誉 浩 公認会計士齊藤揮誉浩事務所長

監 査 役 菊 川 康 宏 菊川康宏税理士事務所長

(1) 取締役及び監査役の氏名等（2023年３月31日現在）

（注）１. 取締役加地賢幸氏及び白尾直樹氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
２. 監査役齊藤揮誉浩氏及び菊川康宏氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
３. 常勤監査役橋本充生氏及び監査役齊藤揮誉浩氏並びに監査役菊川康宏氏は、以下のとおり、財務及び

会計に関する相当程度の知見を有しております。
・常勤監査役橋本充生氏は、永年にわたり北海道における財務省の業務に関わり、財務会計に関する

相当程度の知見を有しております。
・監査役齊藤揮誉浩氏は、公認会計士として財務・会計に関する豊富な経験と専門知識を有しており

ます。
・監査役菊川康宏氏は、税理士として財務・会計に関する豊富な経験と専門知識を有しております。

4. 2022年６月24日開催の第59回定時株主総会終結の時をもって、取締役谷剛氏及び大村誠氏は任期
満了により退任いたしました。

5. 2022年６月24日開催の第59回定時株主総会終結の時をもって、監査役森本清氏は辞任により退任
いたしました。

6. 当社は、取締役加地賢幸氏、取締役白尾直樹氏、監査役齊藤揮誉浩氏、監査役菊川康宏氏を株式会社
東京証券取引所に独立役員として届け出ております。

－ 21 －
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会社役員に関する事項

氏　　名 異動前 異動後 異動年月日

和山　信一郎
取締役
生産本部長兼生産管理部長

取締役
生産本部長兼生産管理部長
兼事業戦略室

2022年10月1日

氏　　名 退任時の地位 退任事由 退任年月日
森　本　　清 監査役 辞任 2022年６月24日

7. 当事業年度中における取締役の地位及び担当の異動

8. 当事業年度中に退任した監査役

(2) 責任限定契約の内容の概要
　当社と社外取締役である加地賢幸氏及び白尾直樹氏並びに社外監査役である齊藤揮誉浩
氏及び菊川康宏氏は、当社定款及び会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423
条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、社外取締役及び監査役とも法令が定める最
低責任限度額としております。

(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との
間で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は取締役及び監査役であり、被保
険者は保険料を負担しておりません。当該保険契約により被保険者の取締役及び監査役の
損害が補填されることになります。なお当該保険内容は、被保険者が会社の役員としての
業務につき行った行為（不作為を含む）に起因して保険期間中に被保険者に対して損害賠
償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害に対して保険金が支払われるもので
す。当該保険で補填される損害の範囲は、法律上の損害賠償金と訴訟費用となります。
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会社役員に関する事項

区 分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額
（千円） 対象となる

役員の員数
（名）金銭報酬等 非金銭報酬等

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

107,927
(7,500)

91,796
(7,500)

16,130
(－)

8
(2)

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

14,329
(5,662)

14,329
(5,662)

－
(－)

4
(3)

合 計
（うち社外役員）

122,256
(13,162)

106,125
(13,162)

16,130
(－)

12
(5)

(4) 取締役及び監査役の報酬等
イ．当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１. 上表には、2022年６月24日開催の第59期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役２名及び
監査役１名を含んでおります。

２. 使用人兼務取締役の使用人分給与は支給しておりません。
３. 当事業年度における役員退職慰労引当金繰入額15,458千円（取締役８名に対し13,929千円、監査役

４名に対し1,529千円）が含まれております。
４. 上記非金銭報酬等は、譲渡制限付株式報酬として当事業年度に費用計上した額であります。

ロ．当事業年度において支払った役員退職慰労金
　2022年６月24日開催の第59期定時株主総会決議に基づき、同総会終結の時をもっ
て退任した取締役及び監査役に支払った役員退職慰労金は以下のとおりであります。

取締役　２名　7,969千円
監査役　１名　1,800千円
合　計　３名　9,769千円
（各金額には、上記イ．及び過年度の事業報告において取締役及び監査役の報酬等

の総額に含めた役員退職慰労引当金繰入額として、取締役２名6,658千円、監査役
１名1,137千円が含まれております。）

ハ．取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
　取締役の金銭報酬の額は、1989年３月29日開催の第25期定時株主総会において年
額150,000千円以内と決議しております（使用人兼務取締役の使用人分給与は含まな
い）。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は10名です。
　また、金銭報酬の範囲内として、2021年6月24日開催の第58回定時株主総会におい
て、株式報酬の額として年額20,000千円以内、株式数として年7,000株以内（社外取
締役は対象外）として決議しております。当該株主総会終結時点の取締役（社外取締役
を除く）の員数は、6名であります。
　監査役の金銭報酬の額は、1989年３月29日開催の第25期定時株主総会において年
額20,000千円以内と決議しております。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は
２名です。
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会社役員に関する事項

ニ．取締役の報酬等の内容の決定に関する方針
　当社は、経営理念に基づく中長期に亘る持続的な成長と企業価値向上を実現する体制
を構築すべく、2022年6月１日開催の取締役会において取締役の個人別の報酬等にか
かる決定方針を決議しております。
　当社の取締役（社外取締役を除く）の報酬は、金銭報酬および株式報酬（譲渡制限付
株式報酬）から構成されており、社外取締役の報酬は金銭報酬のみから構成されており
ます。当社は取締役の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針を定めており、
基本報酬と役位に応じた加算額を合わせた金額を基本として、これに各取締役の貢献度
に応じた指数を乗じて計算することとしております。各取締役の貢献度は、各期の経営
方針に基づく所管部門の課題及び目標の達成度・成果と取締役の能力・資質を総合的に
評価し決定します。また顕著な功績や特命事項の任命があった場合は規定の上限額以内
で特別加算報酬を加える場合があります。
　取締役会は、当事業年度の会社の業績及び当事業年度における各取締役の功績に鑑み
て、取締役の個人別の報酬等の内容は、上記方針に沿うものであると判断しました。

ホ．役員退職慰労金の決定に関する事項
　当社は、2004年８月17日開催の取締役会において役員退職慰労金に関する方針を決
議しております。役員退職慰労金は、最終役員報酬月額に役位ごとの在任年数と役位別
の功績倍率を乗じて基準額を計算します。特に顕著な功労があったと認められる役員に
対しては上記の基準額に規定の上限内で加算をする場合があります。また、在任中特に
会社に損害を与えた役員に対しては規定の範囲内で上記基準額から減算する場合があり
ます。
　取締役は、当事業年度に役員退職慰労金を支払う対象となった者の役員在任中の役位
及び功績に鑑みて、役員退職慰労金の金額が上記方針に沿うものであると判断いたしま
した。

へ．取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項
　各取締役の報酬等の配分については、取締役会から一任を受けた代表取締役社長、
和山明弘が原案を作成し、最終的に取締役会で決定しました。代表取締役に委任した理
由としては、当社の経営に長く携わり、経営全般を統括する代表取締役の立場から、各
取締役の貢献度を評価する事が最も客観性と妥当性が高いと判断したためです。なお報
酬等の配分が適切に行われるよう、原案については社外取締役を中心とした任意の報酬
委員会に諮問し、報酬委員会での答申を受けております。
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区　分 氏　名 兼 職 先 法 人 等 名 兼 職 の 内 容 関　係
取 締 役 加 地 賢 幸 ほくほくTT証券㈱ 代表取締役副社長 取引関係はありません

取 締 役 白 尾 直 樹 YNG㈱
㈱ナップス

代表取締役社長
社長室長 取引関係はありません

監 査 役 齊 藤 揮 誉 浩 公認会計士齊藤揮誉浩事務所 所長 取引関係はありません
監 査 役 菊 川 康 宏 菊川康宏税理士事務所 所長 取引関係はありません

出席状況、発言状況及び
社外役員に期待される役割に関して行った職務の概要

社外取締役　加地　賢幸

当事業年度に開催された取締役会14回の全てに出席いたしました。金融機関経
験者としての見地から、取締役会では当該視点から積極的に意見を述べてお
り、特に財務についての専門的な助言を行うなど、意思決定の妥当性・適正性
を確保するための適切な役割を果たしております。また報酬委員会の委員とし
て役員報酬の決定過程における監督機能を担うとともに、経営会議へのオブザ
ーバー参加により客観的・中立的立場で各部門の業務進捗の監督、助言を行っ
ております。

社外取締役　白尾　直樹

当事業年度に開催された取締役会14回のうち13回に出席いたしました。経営の
指揮を執る経営リーダーとしての見地から、取締役会では当該視点から積極的
に意見を述べており、特にSDGsの推進等についての専門的な助言を行うなど、
取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たして
おります。また報酬委員会の委員として役員報酬の決定過程における監督機能
を担うとともに、経営会議へのオブザーバー参加により客観的・中立的立場で
の各部門の業務進捗の監督、助言を行っております。

社外監査役　齊藤揮誉浩

当事業年度に開催された取締役会14回の全てに、また、監査役会12回の全てに
出席いたしました。
主に公認会計士として財務・会計に関する豊富な経験と専門知識を有してお
り、取締役会及び監査役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助
言・提言を行っております。

社外監査役　菊 川 康 宏

監査役就任後、当事業年度に開催された取締役会11回の全てに、また、監査役
会９回の全てに出席いたしました。
主に税理士として財務・会計に関する豊富な経験と専門知識を有しており、取
締役会及び監査役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言
を行っております。

(5) 社外役員に関する事項（2023年３月31日現在）
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

ロ．当事業年度における主な活動状況
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会計監査人の状況

５．会計監査人の状況

支 払 額（千円）
①当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 24,000
②当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の

利益の合計額 24,000

(1) 名称　　EY新日本有限責任監査法人

(2) 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記①の金額には、これらの合計
額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が
適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額は妥当と判断し、
会社法第399条第１項の同意を行っております。

３. 当社の子会社であるWAKOU USA INC.は、当社の会計監査人以外の監査法人による監査を受けてお
ります。

(3) 解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたしま
す。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められた場合
は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定
した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びそ
の理由を報告いたします。
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会社の体制及び方針

６．会社の体制及び方針
(1) 業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他会社の
業務の適正を確保するための体制の整備に関する決定内容の概要は以下のとおりでありま
す。
①取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制
(a)当社及び子会社の社員(役員を含む)は、コンプライアンスを実践するための共通の行動
基準として、親会社が制定する｢企業行動規範、役員・社員行動規範｣を遵守いたしま
す。当社は、｢企業行動規範、役員・社員行動規範｣を当社及び子会社の社員全員(役員
を含む)に配付し、コンプライアンスの重要性を周知いたします。また、代表取締役社
長CEOが繰り返しその精神を社員に伝えることにより、法令遵守及び社会倫理の遵守
をあらゆる企業活動の前提とすることを徹底いたします。

(b)取締役会は、｢取締役会規程｣に基づきその適切な運営を確保するとともに、取締役の職
務執行を監督いたします。さらに各部署の担当取締役は、各部署の長の業務執行を監督
することにより、法令・定款に違反する行為の未然防止に努めます。

(c)監査役会は、｢監査役会規程｣に基づきその適切な運営を確保するとともに、取締役会へ
出席することにより、取締役の職務執行の監督機能の実効性を高めます。また、社外の
プロフェッショナルを社外監査役として選任することにより、監査機能の専門性を高め
ております。

(d)内部監査室は、｢内部監査規程｣に基づきその適切な運営を確保するとともに、主に内部
統制監査を実施します。内部監査室は、代表取締役社長CEO直属の組織として、内部
監査の独立性を高めるものといたします。

(e)代表取締役社長CEOは、コンプライアンス担当役員を任命し、全社横断的なコンプライ
アンス体制の整備及び問題点の把握に努めます。コンプライアンス担当役員を委員長と
するコンプライアンス推進委員会を設置し、コンプライアンス上の重要な問題を審議
し、その結果を取締役会に報告いたします。

(f) コンプライアンス推進委員会メンバーであるコンプライアンスオフィサー及び取締役が
コンプライアンス上の問題を発見した場合には、速やかにコンプライアンス推進委員会
に報告する体制を構築します。社員が直接報告することが出来る報告相談窓口、内部通
報窓口を設けており、受けた報告・通報については、コンプライアンス推進委員会にお
いてその内容を調査し、再発防止策を担当部門と協議の上決定し、全社的に再発防止策
を実施いたします。特に、取締役との関連性が高いなどの重要な問題は、取締役会、監
査役会に報告いたします。
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(g)社員の法令やコンプライアンス違反行為については、コンプライアンス推進委員会から
総務部に報告され賞罰委員会に処分の審議を求め、役員の法令やコンプライアンス違反
行為については、コンプライアンス担当役員が取締役会に具体的な処分を答申します。

(h)反社会的勢力排除に向けた体制を構築し、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会
的勢力とは、一切関わりをもたず、また、不当な要求に対しては、断固としてこれを拒
否します。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　当社取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理については、｢文書管理規程｣及び｢情報
セキュリティ管理規程｣に従い、職務執行に係る情報を文書または電磁的に記録し、保存し
ます。当社取締役及び監査役は、必要に応じこれらの文書等を閲覧できるものとします。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制
(a)全社リスクの管理に関しては、リスク管理担当取締役を任命し、「リスク管理規程」の
定めるところにより、リスク管理の実施にあたります。コンプライアンス、環境、災
害、情報セキュリティー等に係る全社横断的なリスクに関しては、リスク管理担当取締
役が定期的に取りまとめ、整備及び問題点の把握に努めます。

(b)規則、ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成等は各担当部署において行
うものとし、新たに生じたリスクについては、速やかに対応責任者となる取締役を定め
ます。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
(a)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する体制の基礎として、定例取締役
会を原則として月１回開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催するものとします。

(b)独立性の高い社外取締役を置くことにより、取締役の職務執行に対する監督機能の維
持・向上を図ってまいります。

(c)取締役会の決定に基づく職務の執行については、｢取締役会規程｣のほか、｢組織規程｣、
｢職務権限規程｣、｢稟議規程｣その他の社内規程等に則り、それぞれの責任者がその権限
に従って行ってまいります。
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⑤当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
(a)当社は、当社が定める「子会社管理規程」に基づく子会社運営において、子会社の経営
内容を的確に把握するため、必要に応じて関係資料の提出を求めます。

(b)当社は子会社に、当社が開催する取締役会または経営会議において、子会社の営業成
績、財務状況その他の重要な情報について報告することを求めます。

(c)当社は、子会社に対して内部監査を実施し、子会社の業務全般にわたる内部統制の有効
性と妥当性を確保します。

(d)当社の監査役は、会計監査人及び内部監査室と密接な連携を取り、子会社の監視・監査
を実効的かつ適正に行います。

(e)海外子会社については、当該国の法令等の遵守を優先し、可能な範囲で本方針に準じた
体制とします。

⑥財務報告の信頼性を確保するための体制
　財務報告の信頼性の確保及び金融商品取引法に基づく内部統制の有効性の評価、かつ内部
統制報告書の適切な提出に向け、内部統制システムを構築します。また、本システムが適正
に機能し、運用が継続されるよう評価及び是正を行います。

⑦監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す
る事項
　監査役は、内部監査室所属の社員に監査業務に必要な事項を命令することができるものと
します。

⑧前号の使用人の取締役からの独立性及び監査役の当該使用人に対する指示の実効性確保に
関する事項
(a)当該社員の人事に関しては、予め監査役会の同意を得るものとします。
(b)監査役より監査業務に必要な命令を受けた社員はその命令に関して優先して従事するも
のとします。
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⑨取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、並びに報告をした者が当該報告をした
ことを理由に不利な取扱いを受けないことを確保する体制
(a)当社及び子会社の取締役及び社員は、当社及び子会社に著しい損害を及ぼすおそれのあ
る事実その他事業運営上の重要事項を適時、適切な方法により監査役に報告します。

(b)当社及び子会社の取締役及び社員は、監査役から業務執行に関する事項について報告を
求められたときは、速やかに適切な報告を行います。

(c)監査役へ報告を行った当社及び子会社の取締役及び社員に対し、当該報告を行ったこと
を理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社及び子会社の取締役及び
社員に周知徹底します。

⑩監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職務の執行
について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
　監査役が、その職務の執行について生ずる費用または債務について請求したときは、速や
かに処理します。

⑪その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
(a)監査役は、代表取締役社長CEOとの間の定期的な会合を通じて、監査上の重要事実等
について意見交換を行います。

(b)監査役は、会計監査人、内部監査室と情報・意見交換等を行うための会合を定期的に開
催し、緊密な連携を図ります。

(c)監査役は、職務の遂行に当たり必要な場合には、弁護士または監査法人等の外部専門家
との連携を図ります。
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(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

①取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制
　当社及び子会社の入社時において、親会社が制定する｢企業行動規範、役員・社員行動規
範、行動規範の手引き｣を説明し、コンプライアンスの重要性について社員に周知しており
ます。
　また、社内のコンプライアンスの意識の醸成のため研修会を実施いたしました。
　取締役会は、取締役６名（うち社外取締役２名）で構成され、経営の基本方針や業務執行
に関する各議案の審議、職務執行の状況等の監督を行いました。
　社外取締役は、全員、独立役員として届出しており、取締役会における活発な意見交換を
通して、監督機能、牽制機能を担っています。
　監査役会は、監査役３名（うち社外監査役２名）で構成され、監査役会において定めた監
査計画に基づいた監査を実施しております。また、取締役会へ出席することで取締役の職務
執行の監督機能の実効性を高めております。
　内部監査室は、１名で構成され、内部統制モニタリング年間計画に基づいた内部統制シス
テムの整備状況、運用状況が有効に機能しているか評価しております。また、内部監査室
は、代表取締役社長CEO直属の組織として、内部監査の独立性を高めております。
　コンプライアンス推進委員会において、法令やコンプライアンス違反行為に相当する事件
や事項については、総務部を通じて取締役、監査役へ報告しております。
　反社会的勢力対応規程を制定し、反社会的勢力との取引の未然防止に関して新規取引時に
チェックを行うことにより取引並びに経営介入リスクの予防的措置を講じております。
　また、反社会的勢力との取引や不当要求に対しては、断固としてこれを拒絶し、取引関係
を含め一切の関係を遮断することを社内に周知しました。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　情報の保存管理は、文書管理規程等の社内規程に基づき、取締役会及び重要な会議・委員
会の議事録作成を行うとともに適切に保管及び管理を行っており、必要に応じて閲覧できる
ようにしております。
　また、廃棄の際には、溶解処理等により、再生不可能とする処分方法により廃棄しており
ます。
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会社の体制及び方針

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　各部門の所管業務に付随するリスク管理は随時当該部門が行っております。
例えば、品質マネジメント委員会により発生した製品事故に関しての再発防止策の共有、工
場安全衛生委員会により工場内の安全パトロールや危険予知訓練の実施、ヒヤリハット及び
リスクアセスメント活動、そして全社事業継続計画の策定等、リスク発生の未然防止や防止
策検討に努めました。
　また、新型コロナウイルス感染症の感染防止を目的に、マスクの着用や手洗い、アルコー
ル消毒等の基本的な感染対策や在宅勤務等に取り組みました。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当事業年度におきましては、取締役会を14回開催し、会社の経営に関わる重要事項及び
重要規程の改定について決議し、取締役から職務の執行状況について報告を受けておりま
す。
　なお、取締役会開催にあたっては、開催日までに議案及び関連資料を配布しております。
　また、監査役会は12回開催し、取締役の職務の執行を監査いたしました。その他の重要
事項は社内規程に則り決定し、その内容は翌月の取締役会において取締役及び監査役に報告
されております。

⑤当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　当社では「子会社管理規程」に基づき、子会社から営業成績、財務状況その他重要な情報
について、当社の経営会議にて報告を受けており、また、必要に応じて関係書類の提出を受
けることで状況把握をしております。
　更に定期的に開催している北米会議や当社取締役と子会社担当取締役等との定期的な面談
等を通じ、子会社に係る業務の適正を確保しております。
　内部監査につきましては、コロナ禍によりリモートにて実施しております。また、現地監
査法人及び会計監査人と緊密に連携し、子会社の監査業務を実施いたしました。

⑥財務報告の信頼性を確保するための体制
　当社は、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性を勘案して評価範囲を決定し、当社及び
子会社における財務報告に係るプロセスにおける内部統制の有効性評価を行い、取締役会に
報告しております。
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会社の体制及び方針

⑦監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
事項
　監査役からの求めに応じて、監査役の職務を補助する内部監査室所属の社員はいつでも対
応出来るようにしております。
　当事業年度におきましても、監査役会と内部監査室が連携して、監査業務を実施いたしま
した。

⑧前号の使用人の取締役からの独立性及び監査役の当該使用人に対する指示の実効性確保に関
する事項
　当該使用人の選任、解任、異動等には、監査役会の同意を要するものとし、独立性及び監
査役会の指示の実効性確保に努めております。

⑨取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、並びに報告をした者が当該報告をしたこ
とを理由に不利な取扱いを受けないことを確保する体制
　監査役は、監査役会、取締役会、その他の重要な会議を通じ、業務執行取締役や部門長等
から重要事実の報告を受けております。また、会議の場だけではなく、報告すべき重要事実
が生じた場合には適宜報告を受けるとともに、必要に応じて使用人に対し説明を求め、必要
な書類の閲覧を行っております。
　当該報告を行った者や内部通報を行った者が不当な取扱いを受けないことを規定し、社内
で周知するとともに適切に運用しております。

⑩監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職務の執行に
ついて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
　当社は、監査役からその職務の執行について生ずる費用等に関して前払いまたは償還等の
請求を受けた際には、速やかに当該費用を処理しております。
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会社の体制及び方針

⑪その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査役・監査役会は、代表取締役社長CEOと定期的に意見交換等を行い、監査上の重要
事実等について意見交換を行います。
　当該事業年度において、監査役・監査役会は、代表取締役社長CEOとの定期的な意見交
換の他、社外取締役との定期的な会合を開催し、意見交換等を行いました。
　監査役・監査役会は、会計監査人、内部監査室と緊密な連携を図ります。
　当該事業年度においても、監査役・監査役会は、会計監査人の監査結果説明等により定期
的に情報・意見交換等を行い、また、内部監査室とも情報交換等を定期的に行いました。

(3) 剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、企業価値の拡大を通して、株主へ長期的かつ適正な利益還元を行う事が会社の責
務であると考えており、配当に関しましては、長期発展の基礎となる財務体質の維持・強化
を図りつつ、安定した配当を継続することを基本方針としております。
　当社では、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針とし、会社
法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことがで
きる旨を定款に定めており、これらの剰余金の配当等の決定機関は取締役会としておりま
す。
　内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、今まで以上
に価格対応力を高め、技術革新に対応する研究開発活動等に有効活用し、さらには、今後の
事業戦略の展開のために有効投資してまいりたいと考えております。
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連結貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額
(資産の部)
流動資産
現金及び預金
受取手形及び売掛金
商品及び製品
仕掛品
原材料及び貯蔵品
前払費用
その他

固定資産
有形固定資産
建物及び構築物
機械装置及び運搬具
土地
リース資産
建設仮勘定
その他

無形固定資産
ソフトウェア
ソフトウェア仮勘定
その他

投資その他の資産
投資有価証券
出資金
長期前払費用
役員に対する保険積立金
繰延税金資産
敷金及び保証金
退職給付に係る資産
その他

　

5,495,919
1,791,269
1,920,979
919,724
41,822
718,898
79,628
23,595

4,612,703
3,752,010
1,774,888
618,777
1,152,630
94,317
63,668
47,727

131,692
125,659
5,805
228

729,000
207,225
1,010
6,813
69,805
315,561
77,838
47,290
3,456

　

(負債の部)
流動負債 3,476,147
買掛金 1,020,665
短期借入金 1,000,000
１年内返済予定の長期借入金 395,896
リース債務 63,525
未払金 515,033
未払費用 69,917
未払法人税等 56,853
未払消費税等 49,097
預り金 8,595
賞与引当金 286,925
その他 9,638

固定負債 1,027,140
長期借入金 761,984
リース債務 38,881
役員退職慰労引当金 165,028
執行役員退職慰労引当金 10,486
資産除去債務 23,475
その他 27,285

負債合計 4,503,287
(純資産の部)
株主資本 5,140,186

資本金 1,413,796
資本剰余金 1,388,335
利益剰余金 2,554,977
自己株式 △216,922

その他の包括利益累計額 465,148
その他有価証券評価差額金 81,637
為替換算調整勘定 383,511

純資産合計 5,605,335
資産合計 10,108,623 負債・純資産合計 10,108,623

連 結 貸 借 対 照 表
（2023年３月31日現在）

（単位：千円）

（注）金額は表示単位未満を切り捨てて記載しております。
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連結損益計算書

（2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで）

科 目 金 額
売上高 13,502,389
売上原価 9,845,256
売上総利益 3,657,132
販売費及び一般管理費 2,684,592
営業利益 972,539
営業外収益

受取利息及び配当金 2,423
為替差益 39,517
受取賃貸料 16,735
受取保険金 37,089
その他 8,004 103,770

営業外費用
支払利息 10,561
デリバティブ損失 28,028
その他 1,797 40,386

経常利益 1,035,923
特別利益

固定資産売却益 2
投資有価証券償還益 1,248 1,250

特別損失
固定資産除却損 12,291
減損損失 7,456 19,747

税金等調整前当期純利益 1,017,425
法人税、住民税及び事業税 39,961
法人税等調整額 △273,299 △233,337

当期純利益 1,250,763
親会社株主に帰属する当期純利益 1,250,763

連 結 損 益 計 算 書

（単位：千円）

（注）金額は表示単位未満を切り捨てて記載しております。
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連結株主資本等変動計算書

（2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで）

株 主 資 本
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,413,796 1,379,977 1,345,367 △225,124 3,914,016
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △41,152 △41,152
親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益 1,250,763 1,250,763

自 己 株 式 の 処 分 8,358 8,201 16,560

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 － 8,358 1,209,610 8,201 1,226,170
当 期 末 残 高 1,413,796 1,388,335 2,554,977 △216,922 5,140,186

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金 為替換算調整勘定 そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 40,425 190,303 230,728 4,144,745
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △41,152
親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益 1,250,763

自 己 株 式 の 処 分 16,560

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 41,212 193,208 234,420 234,420

当 期 変 動 額 合 計 41,212 193,208 234,420 1,460,590
当 期 末 残 高 81,637 383,511 465,148 5,605,335

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は表示単位未満を切り捨てて記載しております。
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貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額
(資産の部)
流動資産
現金及び預金
受取手形
売掛金
商品及び製品
仕掛品
原材料及び貯蔵品
その他
固定資産
有形固定資産
建物
構築物
機械及び装置
車両運搬具
工具、器具及び備品
土地
リース資産
建設仮勘定
無形固定資産
ソフトウェア
ソフトウェア仮勘定
その他
投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
役員に対する保険積立金
繰延税金資産
敷金及び保証金
前払年金費用
その他　

3,777,590
814,539
116,736
1,633,581
650,981
41,427
445,930
74,393

4,856,159
2,579,589
1,204,663
81,716
592,473
5,535
36,676
548,435
63,888
46,200
123,681
117,648
5,805
228

2,152,888
207,225
1,695,393
69,805
55,923
65,971
47,290
11,279　

(負債の部)
流動負債 3,398,855
買掛金 1,010,481
短期借入金 1,000,000
１年内返済予定の長期借入金 395,896
リース債務 42,352
未払金 488,759
未払法人税等 56,853
未払消費税等 49,097
賞与引当金 286,925
その他 68,489
固定負債 1,407,633
長期借入金 761,984
関係会社長期借入金 399,240
リース債務 28,427
役員退職慰労引当金 158,066
執行役員退職慰労引当金 10,486
資産除去債務 23,475
その他 25,954
負債合計 4,806,488
(純資産の部)
株主資本 3,745,623
資本金 1,413,796
資本剰余金 1,388,335
資本準備金 1,376,542
その他資本剰余金 11,792
利益剰余金 1,160,413
利益準備金 103,300
その他利益剰余金 1,057,113
別途積立金 259,000
繰越利益剰余金 798,113

自己株式 △216,922
評価・換算差額等 81,637
その他有価証券評価差額金 81,637
純資産合計 3,827,260

資産合計 8,633,749 負債・純資産合計 8,633,749

貸　借　対　照　表
（2023年３月31日現在）

（単位：千円）

（注）金額は表示単位未満を切り捨てて記載しております。
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損益計算書

（2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで）

科 目 金 額
売上高 10,667,295
売上原価 8,233,814
売上総利益 2,433,480
販売費及び一般管理費 2,192,077
営業利益 241,402
営業外収益

受取利息及び配当金 2,413
為替差益 55,778
受取賃貸料 326
受取保険金 37,089
その他 7,614 103,223
営業外費用

支払利息 18,191
デリバティブ損失 28,028
その他 1,792 48,012
経常利益 296,614
特別利益

固定資産売却益 2
投資有価証券償還益 1,248 1,250
特別損失

固定資産除却損 11,674
減損損失 7,456 19,130
税引前当期純利益 278,733

法人税、住民税及び事業税 48,852
法人税等調整額 △13,649 35,202
当期純利益 243,530

損　益　計　算　書

（単位：千円）

（注）金額は表示単位未満を切り捨てて記載しております。
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株主資本等変動計算書

（2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで）

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株 主
資 本
合 計

資 本
準 備 金

その他
資 本
剰余金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準備金

その他利益剰余金 利 益
剰 余 金
合 計

別 途
積立金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,413,796 1,376,542 3,434 1,379,977 103,300 259,000 595,735 958,035 △225,124 3,526,684
当 期 変 動 額

剰余金の配当 △41,152 △41,152 △41,152
当 期 純 利 益 243,530 243,530 243,530
自己株式の処
分 8,358 8,358 8,201 16,560
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － 8,358 8,358 － － 202,378 202,378 8,201 218,938
当 期 末 残 高 1,413,796 1,376,542 11,792 1,388,335 103,300 259,000 798,113 1,160,413 △216,922 3,745,623

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 40,425 40,425 3,567,110
当 期 変 動 額

剰余金の配当 △41,152
当 期 純 利 益 243,530
自己株式の処
分 16,560
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 41,212 41,212 41,212

当期変動額合計 41,212 41,212 260,150
当 期 末 残 高 81,637 81,637 3,827,260

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は表示単位未満を切り捨てて記載しております。
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連結会計監査報告

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 大 黒 英 史
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 松 原 充 哉

独立監査人の監査報告書
2023年５月26日

和　弘　食　品　株　式　会　社
取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
札 幌 事 務 所

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、和弘食品株式会社の2022年４月１日から2023
年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、和弘食品株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益
の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類に係る会計監査報告

－ 41 －
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連結会計監査報告

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。
監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上
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個別会計監査報告

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 大 黒 英 史
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 松 原 充 哉

独立監査人の監査報告書
2023年５月26日

和　弘　食　品　株　式　会　社
取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
札 幌 事 務 所

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、和弘食品株式会社の2022年４月１日から
2023年３月31日までの第60期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は
その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その
他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告
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個別会計監査報告

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類
等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第60期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が
作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締
役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門そ
の他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しまし
た。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしまし
た。また、子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の
報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社
及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及
び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シス
テム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、
意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人か
らその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が
適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理
基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変
動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業
報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年５月30日
和 弘 食 品 株 式 会 社 　 監 査 役 会
常勤監査役 橋 本 充 生 ㊞
社外監査役 齊 藤 揮 誉 浩 ㊞
社外監査役 菊 川 康 宏 ㊞

　

監査役会の監査報告

以　上
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株主総会会場ご案内図
北海道小樽市稲穂２丁目22番１号
小樽経済センタービル７階　大ホール
電話　0134－22－1177
ＪＲ小樽駅より徒歩３分

会　　場

交通機関

（駐車場の準備はいたしておりませんので、ご了承のほどお願い申しあげます。）

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。
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株主総会にご出席の株主様へのお土産はご用意しておりません。
何卒ご理解くださいますようお願い申しあげます。




